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1. はじめに 

わが国は地震大国と呼ばれるほど、地震が多

数発生している。2012年1月3日～2013年1月2日

の1年間での都道府県別の年間地震発生件数は気

象庁データベースによると、大阪府で18回と月1

回以上、東京都では204回と月17回発生している

ことが記録されている[1]。このような事実や、

東日本大震災での企業・官庁の被災影響もあり、

欧米諸国で開発されたBCM（事業継続管理：

Business Continuity Management）が日本でも重要

視されるようになってきた。その中でも事業継

続の手順を表すBCPは「事業継続計画：Business 

Continuity Plan」を意味する。中小企業などでは、

大きな事業中断に見舞われればその存続が危う

くなることから、「緊急時企業存続計画」と呼

ぶ。BCMは、一般企業のみを対象とした危機管

理マニュアルだけではない。建設業界を対象と

したBCP策定支援 [2]、特別支援学校における

BCP作成の研究[3]なども存在する。しかし多く

の企業では、BCPや防災マニュアルの策定には

策定委員会を設立し、限られた人数、限られた

時間内で策定される。初版作成段階では、各部

署にヒアリング等を実施し、事業の把握・マニ

ュアルの周知徹底に努めるものの、改訂してい

く中で、一般社員の目に触れなくなることが現

状である。そのため防災教育では、PDCAサイク

ルに基づき改善し、継続的に見直すことが、重

要である。またこれらの防災訓練を実施できて

いれば、社員との想定外行動の減少に繋がる。 

2. システム提案 

本研究の利用対象者は、外出中社員である。

多くの企業の防災マニュアルでは、外出中社員

の行動についてあまり考慮されていないため、

社員は企業の想定とは違った行動を取ってしま

う。この外出中社員の行動については内閣府が

発行している事業継続ガイドライン[4]にも記述

はない。そのため、これら社員の想定外の行動

もマニュアルに盛り込み個別的で具体的な指示

が与えられることを目指し、アンドロイドアプ

リとしてシステムを構築する。GPS 機能を用い

て登録している自社との距離を測定することで、

GPS データに基づいて社員の置かれた状況を推

定し、状況に応じた質問を提供する。これによ

り訓練に対する社員への煩わしさを軽減できる。 

3. システム内容 

本システムは、企業の防災訓練時に使用する

ことを目的とする。しかし本システムは訓練用

だけでなく、実際被災した際にも使えるような

機能も備えた。主な機能は下記の 4 機能である。 

① 防災教育を兼ねた想定外行動の洗い出し 

② 策定委員へのマニュアル改善要求 

③ 自動マニュアル改訂 

④ 被災時行動指示 

本システムと 4 機能の関係性は図 1 の通りで

ある。次節より、これら 4 機能について述べる。 

 
図 1 システム利用イメージ 

3.1 「想定外行動の洗い出し」から「改善要求」

へ 

 外出中社員に対し、選択式の問題（アンケー

ト）を提供する。毎年実施される防災訓練の日

などを想定しているが、防災訓練を定期的に実

施していない場合にも、日常業務の中で防災意

識を高めることが可能である。問題の内容はそ

のときの社員の状況（電車内、車で移動中、な

ど）に合わせ、防災マニュアルの規定に基づい

た内容とする。社員の状況は GPS の位置データ

を時系列的に分析することにより判断する。社

員は回答を端末から返送する。 

図 2がアンケート画面例である。 
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図 2 システム画面例 

このような画面の他、例えば防災マニュアル

の規定として、「その場で待機しなさい」とい

う指示がある。その際、社員が指示に従えない

と感じた場合は「その他」を選択し、「どのよ

うに行動したいか」を社員自身が自由記述欄に

詳しく記述する。つまりこの行動が企業にとっ

て、社員の想定外の行動である。この想定外の

行動を策定委員へアプリ内のメール機能を用い

伝えることで、ボトムアップ型の防災マニュア

ルが充実する。 

3.2 自動マニュアル改訂 

このシステムに組み込まれている防災マニュ

アルを、各対応行動をノードとする木構造で記

述することで、ノードの追加・削除としてマニ

ュアルの改訂を容易に行えるようにする。 

3.3 被災時行動指示 

実際に被災した際は、外出中にアプリを起動

することで GPS データに基づき、ネットワーク

に繋がずとも会社からの指示が受けられる。こ

の時の避難行動についても、自社からの指示に

納得いかなければ、訓練時同様に策定委員への

改善要求が本システムでは可能である。 

4. 評価実験について 

本研究の評価実験は、滋賀県の企業（大型小売

店）に依頼し、本年 1 月に実施した。滋賀県の

琵琶湖沿岸は 30 年以内に震度 6 弱以上の直下型

地震に見舞われる確率が、図 3 の赤色で示され

る通りに高い地域であり、液状化などによる道

路の通行止めや建物の損壊などが懸念されてい

る[5 ]。 

評価実験では、滋賀県南東部の草津市の店舗か

ら琵琶湖対岸の大津市の店舗に出向いた際に被

災し、琵琶湖を横断する主要な交通路である琵

琶湖大橋が通行止めになった場合を想定した。

被験者は 12 人の男性であり、店舗の店長 2 人、

一般社員 10人であった。 

その結果、 

 
図 3 滋賀県付近の 30年以内の地震予想図 

 琵琶湖が渡れなくなることは想定外 

 滋賀県に地震が起こる可能性があることさ

え知らなかった 

など、本システムが防災教育上有用であること

が証明された。またそれだけではなく、「シス

テム画面を見るだけで的確な指示を得られ、避

難が容易になる」といった意見も得られたこと

から、実際の被災時の行動指針としても本シス

テムが有用であることが実証された。 

5. あとがき 

 本研究では、外出中社員に着目した防災シス

テムをアンドロイドアプリとして構築した。単

に社員へ防災教育を施す支援システムではなく、

外出中社員の被災時における想定外行動の洗い

出し、自動での防災マニュアル改善、マニュア

ル自動改訂、そして被災時の行動指示を目的と

している。 

 今後は同実験の被験者数を 20 人に増やし、本

研究の効果及び重要性の検証の精度を上げたい。 
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